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イン ドネシアにおける人口調査の発展

上 田 耕 二 *

TheDevelopmentofDemographicSurveysandCensusesinIndonesia

Kozo UEDA*

Thedevelopmentofstatisticalactivitiesin
lndonesiasincethe1960Sisoutlinedwithspecial

referencetodemographicsurveysandpopulation
censuses.Progressisfollowed through actual
instancesofimprovementinthe1961,1971and
1980PopulationCensuses,1962-1964Demographic
Surveys, 1964-1970 National Socio-Economic
Surveys,1974-1977 Sample VitalRegistration
Project,and1976IntercensalPopulationSurvey.
Remarkat)leprogresshasobviouslybeenmadein
variousaspectsofdesigning,Organizing and
conductingthesecensusesandsurveys.Above
all,theimprovementofsurveycapabilityisnoted,
in particular regarding the conductoffield

工 イン ドネシアにおける人口調査の沿革

典型的な南国の一つ として,インドネシア

は日本人に比較的な じみが深い国である｡太

平洋戦争までは長 くオ ランダの植民地であっ

た ことも一般によ く知 られている｡ このオラ

ンダの植民地であった当時,18世紀末か ら19

世紀初頭にかけて,すでに一種の人 口調査が

実施 された という記録があるが,その実態は,

地域 も限 られてお り,近代的な意味での人 口
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Operations. The developmentin processing,
Publicationandutilizationoftheresultsofthe
censusesandsurveysisalsonoticeable.Witll
theremarkablyimprovedcapacityforstatistical
investigationofrecentyears,itisstronglyhoped
thatthegapin demographicdatastillexisting
in the dynamicaspectsofpopulationchange
representedbyvitalstatisticswillsoonbefilled,
in spite ofthevarious practical difficulties
presented bythe particular Circumstancesof
lndonesia.Theavailabilityofvitalstatisticswill
ensuretheaccuracyandutilityofcensus/survey
dataonpopulation.

セ ンサスとはほど遠い ものであった ものと思

われる｡ 近代的な組織 と形式を もった本格的

な人 口セ ンサスが初めて行われたのは1920年

であり,次いで1930年に行われた人 口セ ンサ

スでは,以後10年 ごとに人 口セ ンサスを実施

す ることが明文化 された｡ しか し,その後,

第 2次世界大戦のぽ っ発,日本軍による占億,

旧オ ランダ支配か らの独立戦争 と内外情勢の

激動期に入 ったため,1940年,1950年には人

口セ ンサスを実施するどこ ろで はな か った

[N.tskandar 1970]｡

第 2次世界大戦後初めて本格的な人 口セ ン

サスが行われたのは1961年で,この時までに

国連を初めとす る各種国際機関や先進諸国の

援助 もあり,一連の国際勧告 にの っとった,
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当時としては最新の調査組織による人口セ ン

サスであった ｡ この1961年人口セ ンサスを契

機 として,農業セ ンサスや工業セ ンサスを初

め,人口標本調査,多 目的な総合標本調査,

労働力調査,家計調査など,各種の実態調査

が実施 されるようにな った｡､

もちろんその背景には,旧オランダ勢力か

らの完全な脱却 と国内情勢の安定にともな っ

て,中央および地方行政機構が徐 々に整備 さ

れ,それにつれて統計制度 もだんだんと整備

されてきたという事情がある｡ 中で も1957年

7月に中央統 計 主 管 局 で あ る Biro Pusat

Statistik (BPS) が発足 した事実は特筆すべ

きであろう｡ この BPS の機構はその後拡大

され複雑にな った ものの,その基本的な運営

体系は,一貫 して今 日に至 っている｡1961年

に実施 された人口セ ンサスは, この BPSの

記念すべ き初めての大がか りな業績 といえる

わけである｡

この インドネシア中央統計局 に は現 在,

機械集計 セ ンター (PusatPenyajian Dan

Pengolahan Data)とともに統計教育研修セ

ンター (PusatPendidikan Dan Latihan

Statistik)が設けられている｡ 中央統計局の

発足当時か ら,当事者がインドネシア人 白身

による統計の作成 ･整備を 目指 し,自国の統

計職員の養成にとくに力を入れて きた姿勢が

うかがえる｡ 植民地であった当時はいうに及

ばず,独立後数年続いた混乱期に も,十分な

訓練を受けたインドネシア人の統計職員は皆

無に近か ったのであるが,その後20年間にわ

たる当事者のこうした不断の努力により,疏

計職員の養成にはかな りの実績を上げた もの

と思われる｡

とくに多数の島か ら成 るインドネシアの地

形上の特質か ら,有能な統計職員を各地域 ご

とに くまな く配置することが絶対必 要 で あ

る｡統計教育研修セ ンターの活動は,こうした

地方統計職員の養成にも成果を上げてお り,

まだ十分 とはいえないが,地方の需要はだん

だんに蒲たされている｡また,統計資料の集計

･作成,結果の解析などのため,実際の作業

を担当する中堅統計職員の絶対的な不足 も,

同セ ンターの養成活動により徐 々に解消され

つつある｡インドネシアにおける1960年以降

の統計面における発展を考察する際には,そ

の背後にあるこうした諸活動の進展 も忘れて

はな らない｡

第 2次世界大戦前後の混乱期以前における

インドネシアの統計資料は,人口関連分野に

限 らず,一般に極めて貧弱であった｡旧英領

植民地であった各国では,古いものではすで

に19世紀末 ごろか ら比較的詳 しい統計が得 ら

れる場合が多いが,それとは対照的に,旧蘭領

地域では統計資料が少な く,英蘭両国間にお

ける植民政策の差が現われている｡ したがっ

て,インドネシアについて比較的詳 しくかつ

信頼度 も高い人 口資料が得 られるのは,1961

年人口セ ンサス以降だとい ってよかろう｡ し

か し,1961年人 口セ ンサスとそれに続 く一連

の人口標本調査の結果か ら得 られ る資 料 に

は,いろいろの面で利用上の制約が多い｡

Ⅱ 1960年代の発展とその問題点

前述のとお り,各種の国際勧告にのっとっ

た本格的な人口セ ンサスが,独立後初めてイ

ンドネシアで行われたのは1961年であるが,

その成果は必ず しも満足すべ きものではなか

った ｡ 実査作業は一応順調に進んだのである

が,その集計計画は作業半ばでほとんど崩壊

して しまった′11963年 ごろか ら急激に悪化 し

た国民経済の行 き詰まり,1964年末の国連脱

退を契機 とするスカルノ政権の失脚 と,それ

にともなう政治的混乱か ら,インフレは激化

し,国外か らの技術援助の多 くが中断されて

しまったか らであるし)1961年人口セ ンサスの

集計は,ようや く1%摘出による基本的な標
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本集計結果が公表された段階で中断されたま

まとなった｡

これより先,人口セ ンサスの調査個票が中

央統計局に回収 され,内容審査が行われた段

階で,その収集状況と,記入内容に多 くの欠

陥があることが問題となっていた ｡ 問題の性

質上,はっきりした記録はないが,辺境地域

からの回収が大幅に遅れ,途中紛失 したと思

われるものも少な くなかった｡回収された調

査個票の記入内容 もお しなべて劣悪で,かな

りの修正を要するものが多かった｡ 人口解析

上 とくに重要な意味をもつ出生 ･死亡に関す

る項 目については,ジャワの都市地域を除い

て,ほとんど役に立つような回答が得 られな

かったという｡また,一般に年齢申告が劣悪

だったことも指摘されている｡

それでも何 とか全数集計による主要な結果

表が出ていれば,解析上各種の手法を駆使 し

て,ある程度の分析を加えることも可能であ

ったと思われるのであるが,残念ながらそう

した結果表 は作成 ･公表されておらず,利用

する手だてがない｡

当時,インドネシアの人口解析上 とくに必

要性が痛感されたのは,出生 ･死亡について

の人口動態統計資料である｡人口動態統計材

料は,恒久的かつ強制的な登録制度により常

時収集するのが最 も理想的とされる｡ インド

ネシアにもこの種の登録制度は,すでに古 く

からあるが,その統計源としての機能はほと

んど皆無に等 しく,運営状況が比較的良いと

されるジャワ ･マ ドゥラ地域でも,実際件数

の約半数内外 しか把握 されていないだろうと

推計されている [K.Ueda1965-1] ｡他の多

くの発展途上国と同様,登録制度による人口

動態統計材料は,一般的な統計 目的のために

は,ほとんど役に立たない｡

1961年人口セ ンサスは同年10月31日を期 し

て実施されたのであるが,同年12月10日～19

日には, 全国から440の調査地区を標本 とし

170

て抽出 して,このセンサスの事後調査が行わ

れた｡ 調査地区当りの人口は平均約 500人で

あるから, 全部で約 22万人, 全国人口の約

0.2% を対象 とする調査である｡ 標本調査地

区は,仕)ジャワ ･マ ドゥラの大都市,(2)ジャ

ワ ･マ ドゥラの一般都市,(3)ジャワ ･マ ドゥ

ラの前記以外の地域 (農村地帯), (4)ジャワ

･マ ドゥラ以外の各州の首都という四つの層

か ら,各層ごとの調査地区総数に比例 して系

統的に抽出された｡ このように標本抽出は一

応全国推計が可能になるよう設計 されている

が,ジャワ ･マ ドゥラ以外の各州の首都を除

く地域,またとくに交通の便が悪い三つの州

は初めか ら除かれており,全国数値の推計上,

多 くの問題を残 している｡

この事後調査はもちろん,1961年人口セ ン

サス結果の完全性 と正確性を判定する目的で

実施されたのであるが,これと並行 して,続

いて行われる人 口標本 調査 (Demographic

Survey)の準備として,標本調査地区内の全

世帯について世帯票が作成された｡この世帯

票には,平常居住する世帯員の名前,男女の

那,1961年調査時の年齢,出生年月 日が記入

された ｡ さらにこの世帯票には,1962年か ら

1966年まで各年ごとに世帯員の増減 ･移動と

その発生年月 日を記入する欄が設けられた｡

これがインドネシアにおける人口標本調査

の始まりである｡1961年人口センサスの事後

調査のために抽出された標本調査地区を毎年

定期的に追跡調査することにより,世帯全体

の移動状況を把握するとともに,出生･死亡･

転入 ･転出による各世帯員の増減と移動状況

を調査 しようという企画である｡ 実査は,磨

則 として 1標本調査地区 (平均約100世帯)香

ひとりの調査員が調査 し,調査員10人ごとに

ひとりの指導員がつ くという形で行われた｡

こうした実施計画に基づいて,事後調査の

あと約 1年 (正確には0.9315年後) を経た

1962年12月 1日～10日に第 1次人口標本調査
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が,さらにその約 1年後 (正確には1.0849年

後)の1964年 1月 1日～10日に第 2次人口標

本調査が行われた｡ しか し,当初少な くとも

1966年まで毎年行われる予定であった追跡調

査は,1961年人口セ ンサスの集計計画が中断

したと同様の理由で,第 3次以降の調査計画

は,ついに実現 されないままになった｡

この人口標本調査の目的は,標本調査地区

内の全世帯に発生 した出生 ･死亡 ･転出入の

数および人口を把捉 して,出生率 ･死亡率 ･

転出入率を推計 し,その変動傾向,地域差な

どを観察することにある｡ 追跡調査であるか

ら約 1年前の記録に基づいて各世帯員ごとの

照合ができ,単なる聴取 り調査に比べて記憶

もれや調査対象期間のあいまいさによる誤 り

が,かな り防止できるという利点があること

はいうまでもない｡

しか し半面,世帯訪問の間隔が 1年 という

長期であり,この間に生れてす ぐ死亡 した者

や転出入を完結 した者は全 く記録されないと

いう欠点がある｡もちろん,調査員はこの点

をよく確認 し,この種の事件 も計上するよう

指導されるのであるが,いっぼ うで記録の照

合が行われるだけに,心理的に確認 もれが誘

発され易い｡同様のことは,標本調査地区に

世帯全体で新たに転入 してきた世帯について

もいえる｡この場合,原則 として前回の調査

時点以後その世帯で発生 した出生 ･死亡 ･転

出入が計上 されることになるのであるが,そ

の計上は世帯の申告によるほか はな いわ け

で,調査 もれの発生する率は当然高 くなるo

いっぼう,次の調査期 日までに,標本調査

地区か ら全員が転出 して しまった世帯につい

ては,そこで調査が打ち切 られる｡ したがっ

て,その世帯で発生 した事件は計上されない

のであるが,理論的には新規転入世帯につい

て計上 された事件で近似的に補填 されると考

えるわけである｡ しか し実際には,こうした

取扱いのため調査 もれが多 くなり易いのは否

走できない｡

また,一般世帯を対象 とするこの種の追跡

調査で世帯訪問の間隔を 1年 とするのは,や

や長すぎることも判明 した ｡ 当初の計画では

初回に記入 した世帯票を,世帯全員の移動が

あったり,余白がな くならない限 り,反復 し

て利用することにな っていた ｡ 転記による調

査員の負担増を避け,また転記による誤 りを

避けるためである｡ しか し,実際には調査票

の紙質の問題 もあり,汚染 ･破損などの損傷

が多 く,集計のための転送 ･再配布の途中で

の紛失や誤送などによる事故 も少な くなかっ

た｡ 結局,1964年 1月上旬に行われた第 2次

人口標本調査では,新規の調査票を配布 し,

世帯訪問の際に現存する全世帯について新 し

く世帯票を作成することとした ｡ こうした世

帯票の作成 は,この種の追跡調査でも2年に

1度は必要になるといえよう｡

理論的に抽出された標本調査地区内の全世

帯を追跡調査 し,出生 ･死亡 ･転出入による

相帯員の変動を把握するこうした方法は,人

口変動要因の調査方法 として合理的な面が多

く,当然かなり信頼度の高い資料が得 られる

ものと思われた｡ しか し,実際には上記のよ

うなさまざまな実査上の問題があり,第 1次,

第 2次人口標本調査に関する限 り,その結果

は必ず しも満足すべきものではなかった｡も

ちろん,その最大の原因は,調査設計そのも

のの欠陥によるというよりも,む しろ当時は

全国的に調査能力がまだ十分開発 されていな

かったことによるとみるべきであろう｡

ちなみに,この調査の結果か ら直接推計 さ

れた未補正の人口千対普通出生率は,比較的

調査能力の優れたジャワ ･マ ドゥラ地域で も

1962年調査で30.4,1963年調査で34.0と低率

であった｡ あらゆる状況か ら判断 して,かな

りの調査 もれがあったことは明 らかである｡

この普通出生率は,のちに それ ぞれ1962年

42.0,1963年47.0に補正された [V.Kannisto
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付表 インドネシアにおける各種調査結果による出生率 ･死亡率の推計

原 材 料 お よ び 推 計 方 法

1961

1961

1962

1963

1962-'63

1965-'70

1961-'71

1970-'75

1970-'75

1971

1974-'75

1976

人口センサスの年齢構造にモデル安定人口を適用した推計*(全国)

同 上 (ジャワ･マドゥラ)

人口標本調査 ジャワ･マドゥラ修正値

人口標本調査 ジャワ･マドゥラ修正値

国連人口部推計値,世界人口年鑑 1963年版

国連人口部推計値,世界人口年鑑 1970年版

センサス生残率法 (モデル生命表)の適用による推計*

国連人口部推計値,世界人口年鑑 1975年版

国連人口部改訂推計値,世界人口年鑑 1978年版

人口センサスの年齢構造にモデル安定人口を適用した推計*

標本人口動態登録プロジェクトによる推計値 (プロジェクト地区)

人口調査の年齢構造にモデル安定人口を適用した推計*

人口千対普通出生率人口千対普通死亡率

*筆者の計算による推計で,全て Coale-DemenyWestModelによる｡

1963;K.Ueda 1965-2] ｡ これとは別 に,

1961年人 口セ ンサスの結果か ら,その年齢構

造にモデル安定人 口を当てはめて推計 した普

通出生率は,ジャワ ･マ ドゥラ地域で44.2と

な り,だいたい第 1次,第 2次人口標本調査

による補正推計値に連続する｡

いっぽ う,人 口千対普通死亡率をみると,

ジャワ ･マ ドゥラ地域の末補正値 は,1962年

調査で18.4,1963年調査で15.3とな ってお り,

出生率 と同様,かな り低率であった｡ これ も

実用に供するため,一定の仮定に基づいて,

1962年の値 は18%増の21.7,1963年の値 は24

%増の19.0にそれぞれ補正された｡1961年人

口セ ンサス結果によるモデル安定人 口を用い

た推計値 は22.0で,やはり補正された調査推

計値 は,ほぼこれに連続する (付表参照)0

以上のように,調査能力がまだ十分開発 さ

れていないところで,比較的高度の実査技術

を要するこうした種類の人口標本調査を実施

することにはいろいろ問題が多いことがわか

る｡ また調査の結果得 られた資料にもいろい

ろ制約が多 く,調査結果 も十分解析を加えた

あげ く,結局一定の仮定の下に解析的な推計

を加えなければ利用で きないことになる｡こ
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うした状況の下で実施 される実態調査は,で

きるだけ単純な調査項 目に限 り,その代 りで

きるだけ正確な情報が把握で きるよう設計 さ

れることが望ま しい｡

1965年以後 2,3年続いた政治的な不安定

化 と経済的な混乱期のため,第 3次以降の人

口標本調査は中断されたままになって しまっ

たのであるが,インドネシア当局のこの種の

調査に対する関心は高 く,｢中断された｣とす

るのは,実は正確ではない｡当時,この調査 と

は別に,多 目的な一般総合標本調査が行われ

てお り,追跡調査方式による人 口標本調査は,

その中に縮小 して吸収 されることになってい

たか らである｡ この総合標 本 調 査 (当初は

NationalSampleSurvey,のちに National

Socio-EconomicSurvey)は,開発計画に必

要な統計資料を幅広 く,効率的に,主 として世

帯面か ら収集する目的で始められた もので,

1963年12月か ら1964年 1月にかけて第 1回が

行われ,その後1964-65年,1967年,1969-

70年の合計 4回行われている｡その対象は,

一般世帯のほか,事業世帯や農家なども含み,

いわば人 口セ ンサス,工業セ ンサス,農業セ

ンサスを合わせたような内容を もつ標本調査
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である [K.Ueda 1965-3] ｡

調査の性質上,いずれかといえば経済関係

の調査項 目に重点が置かれており,人口関係

の項 目としては,人口の男女 ･年齢別分布の

ほか,配偶関係 ･教育程度 ･経済活動別など

の基本的な分布が把握できる程度である｡原

則的には毎回行われる世帯訪問の際に,人口

標本調査で行われたとおりの世帯員の変動調

査を実施することができるわけであるが,当

時の調査能力と人口標本調査で経験されたい

ろいろな問題を考え合わせると,その成果は

あまり期待できない｡ 現に,総合標本調査に

組み入れ られてか らの人口変動に関する結果

は,作成 も公表もされていない｡

Ⅱ 1970年代の発展とその問題点

インドネシアにおける1970年代の統計活動

を考察する際にとくに注 目すべきは,統計整

備 5カ年計画である｡ この 5カ年計画は1969

年か ら1973年に至 る期間を対象 とす る もの

で,1971年人口セ ンサスはその一芸 として実

施 された [BiroPusatStatistik 1975]｡ イ

ンドネシア独立後第 1回の1961年人口セ ンサ

スに続 く,第 2回の人口セ ンサスである｡ こ

の時期までに,インドネシアの統計調査能力

は,かなり開発 ･整備されてきており,とく

にセ ンサス結果の集計 ･公表は,前回のセ ン

サスに比べて,国内情勢の安定 もあり,格段

の改善をみせている｡

1971年人口セ ンサスの一つの特徴は,他の

多 くの発展途上国の場合 と同様,住宅セ ンサ

スが併合 されたことである｡1971年人 口セ ン

サスは,同年 9月24日現在で実施されたので

あるが,人口の最 も基本的な特性,つまり男女

･年齢および国籍によるその分布 は, 9月 6

日～24日に行われた一斉調査で把握 された｡

この一斉調査 と並行 して,標本 セ ンサ ス ･

ブロックを抽出 してさらに詳 しい人口の諸特

性,つまり読み書 き能力,教育程度,就学状

況,経済活動,産業,職業,従業上の地位な

どが調査 された｡住宅の状況が調査されたの

も,この標本セ ンサス ･ブロックについてで

ある｡

1971年人口セ ンサス報告書の出版 ･公表計

画 も非常に充実 しており,Aか らLに至 る12

のシリーズか ら成 り,内容次第で 1シリーズ

が数巻の報告書に分かれているものもある｡

中 で も注 目されるのは,HからLに至るシリ

ーズで,1961年セ ンサス結果 との比較,年齢

別資料の評価,年齢構造その他による出生率

･死亡率の推計,各種人口の将来推計など,

人 口セ ンサス資料のかなり高度な解析結果を

まとめて公表する計画が含まれている｡以上

のうち,Aか らGに至るシ リーズの大部分の

報告書とHか らLに至るシ リーズの 2,3の報

告書は,すでに出版 され配布されている｡

1971年人 口セ ンサスは,その実査面でも,

集計 ･製表面で も,また解析 ･利用面でも,

従来にな く充実 しており,インドネシアの一

般調査能力が格段 と改善 ･整備された事実を

立証 した ｡ さらに,1970年代のインドネシア

における統計活動の発展は,1976年に実施 さ

れたセ ンサス中間年次人口調査 (Intercensal

Population Survey) にみることができる｡

通称 SUPASと呼ばれるこの調査は,その名

称が示すとおり,1971年人口セ ンサスと1981

年に予定 されている人口セ ンサス (実際には

1980年10月31日現在で実施された)との間げ

きを埋め,人口変動などについての統計資料

を充実させ る目的で実施 されたものである｡

この調査は三つの段階 (phase) に分けて

行われた ｡ 第 1段階調査 (SUPAS-I)は,

全国世嵩の約 1%に当る257,100の標本世帯

について各人の男女の別,出生年月 日,配偶関

係,続柄などが調査 された｡この結果は各地

域別に,同居児法(ownchildrenmethod)に

よる出生率を推計するのに利用 されたほか,
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第 2段階調査 (SUPAS-Ⅱ)に必要な標本 を

抽出するためのフレームとして利用 された｡

SUPAS-Ⅱは,SUPAS-Ⅰの対象 となった標

本世帯か らさらに約 6万世帯を抽出し,住居

の特質を初め,世帯員の移動状況,経済活動

の状沢,教育程度,世帯で発生 した死亡,家

族計画についての知識と実行状況などについ

て詳細な聴取 り調査を実施 したものである｡

第 3段階調査 (SUPAS-Ⅲ)は,世界出産

力調査 (WorldFertilitySurvey)の一芸 とし

て行われる インドネシア出産力調査 (Indo-

nesianFertilitySurvey) として設計されて

おり,その対象 もジャワ ･バ リ地域のSUPAS

-Ⅱの被調査世帯から抽出された10歳か ら49

歳までの既婚女子約 1万人に限 られている｡

SUPAS-Ⅰの現地調査は, 1976年 の 2月 5

日か ら始められ,それから1週間後にSUPAS

-Ⅱの現地調査が始められた｡ これらの現地

調査は完了までそれぞれ約 1カ月を要 した｡

SUPAS-Ⅲの現地調査は1976年の4月に始め

られ,約 2カ月で完了 した libid.]｡

それぞれ多数の世帯を対象 とし,あるいは

詳細な内容の盛 り込まれた,これら3段階の

調査を,限 られた期間内に実行することがで

きた事実は,インドネシア全体の調査能力が,

1970年代前半に飛躍的に向上 したことを示す

好例だということができる｡ しか も3段階に

分けられた 3種類の調査が相前後 して行われ

たことで,人口現象 とその社会的,経済的,

文化的背景の多種多様な側面を相互に関連づ

けて観察することができるという大きな利点

がある｡現に,この3種の調査で収集された

材料は,機械製表上比較的簡単に相互に関連

がつけられるよう,独特の設計がなされてい

る [Siew-BanKhooeial.1980] ｡

これら一連の調査の結果は,モノグラフ ･

シリーズおよび統計表 シリーズとして出版 ･

公表されることになっており,モノグラフ ･

シリーズとしては,調査の組織や方法を説明
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した報告書,調査票の審査 ･訂正 ･コー ドな

どの方式を概説 した報告書,SUPAS-Ⅰによ

る出生率の推計を解説 した報告 書 な どの ほ

か,各種統計資料の解析結果について必要に

応 じ各種の結果報告書が出 され る計 画 で あ

る｡統計表 シリーズとしては,出産力,労働

力,人口学的特性 と人口移動,世帯,地域お

よび州別人口などの各巻が出版 ･公表される

計画である｡

以上の公表出版物のほか,詳細な分類によ

る若干の詳細結果表が,コンピューターから

直接産出されたプ リント･アウ トの形でイン

ドネシア中央統計局に保管されており,必要

に応 じて利用者に公開されている｡ 前述のよ

うに,SUPAS-Ⅲとして実施 され た イ ン ド

ネシア出産力調査の結果報告 のモ ノグ ラフ

[BiroPusatStatistik (CBS)-WFS 1978]

など,人口学的にも興味深い関連出版物の若

干は,日本の関係機関にもすでに送 られてき

ている｡

1970年代におけるインドネシアの人口調査

の発展を語る際に,いま一つ特筆すべきは,

標本人口動態登 録 プ ロジェク ト (Sample

VitalRegistrationProject,1974-1977) の

実施であろう｡ このプロジェク トは,各種の

事前検討の結果,1974年 7月からまず向こう

3カ年問の実験プロジェク トとして実施され

ることになった｡このため,全国から約10の

標本地区 (プロジェク ト地区)が作為的に抽

出された｡この標本地区は,明確な行政上の

境界で区切 られた村落群で,その結果,約25

万人がこのプロジェク トの対象 となった｡こ

の調査規模は,予算上の制約や調査技術上の

種 々の限界を考慮に入れて決定されたもので

ある｡ もちろん,これらの標本地区は全国を

確率的に代表するものではないが,できるだ

け分散 して抽出されており,多種多様の社会

的,経済的,文化的条件を網 らできるように

配慮 されたものである｡
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これら標本地区内の住民について発生 した

出生 ･死亡 ･転出入によるその変動をできる

だけ完全 ･正確に把握 しようというもので,

いわばモデル地区を選んで,地区内の人口動

態を徹底的に把握するという,従来からほか

の国でも多 くみられるモデル登録方式と同 じ

であるが,この標本登録プロジェクトでは,

とくに 6カ月に 1回世帯訪問を行い,直接世

帯員の変動状況を世帯の側か ら調査 し,登録

された事件 と世帯訪問で把握された事件 とを

1件 ごとに照合するという方法がとられた｡

この方法は,インドで実施されている標本

登録制度などの例にみられる,いわゆる二重

調査方式にはかならない｡ この種の二重調査

方式は,登録事務系統の窓口で把握された事

件 と,世帯訪問によって調査された事件 とが

相補い,より完全性の優れた人口動態統計資

料が得 られるばかりでなく,解析上,登録事

務 と世帯調査とのいずれからももれた事件数

もある程度推計できるなどの利点がある｡ こ

のため,この方式は,当然経費は高 くつ くが,

最近多 くの発展途上国で採用されるようにな

った方法である｡

インドネシアのこの標本登録プロジェク ト

では,標本の大きさも不十分であり,無作為

に拍出されていないため,各地域ごと,ある

いは全国の人口動態を推計 し得るところまで

は行かない｡む しろ恒久的な本来の人口動態

登録制度の改善施策に必要な情報を収集する

ことが第 1の目的で,とくに人口動態統計の

資料源としての諸問題を解明する意図で実施

されたプロジェク トである｡このため,人口

動態登録についての住民の知識 ･実行 ･意識

などの調査 (KAP 調査) が並行 して行われ

ているのが注 目される｡

このプロジェク ト全体の企画か らいうと第

二義的であるが,標本地域に限定 して普通出

生率 ･普通死亡率の推計 も行われている｡プ

ロジェク トの性質上,各年度ごとに方法が多

少異なるため,無条件に相互比較はできない

が,1975年を中心とする3カ年に,普通出生

率は人口千対39-36,普通死亡率は人口千対

15-13という水準が記録された｡1976年に行

われたセンサス中間年次人口調査に記録され

た年齢構造にモデル安定人口を通用 して推計

した値は,普通出生率が40.3,普通死亡率が

16.0になる｡ これに比べて,標本登録プロジ

ェク トで推計された出生率 ･死亡率はやや低

率であり,地域が限定 されているとはいえ,

多少調査もれなどの兆候が認められることは

否定できない｡

この標本登録プロジェク トで採用された方

法の中で注 目されるのは世帯調査の方法で,

世帯訪問の際,前回の記録を利用するという

追跡調査の方式がとられていることである｡

これは明らかに1962年か ら1964年にかけて実

施された第 1次,第 2次人口標本調査の流れ

を くむもので,適当な方法により全国推計な

いし地域推計 (例えばジャワ ･マ ドゥラ地域

など比較的信頼度の高い地域の推計)に拡大

できるものと考えられる｡ ま して1962-64年

当時の調査に比べ,標本登録プロジェク トで

は,世帯訪問の間隔が 6カ月に短縮されてお

り,そのほか調査方法や調査能力の点でも格

段に改良されているのであるから,こうした

推計が行われれば,かなり精度の高い結果が

得 られるものと思われる｡

このプロジェク トについては必ず しも将来

の計画は明らかではないが,この種の標本登

録制度が半永久的に確立され,出生率 ･死亡

率の全国推計ない し地域推計が毎年算出でき

ることが望ま しい｡少な くとも本来の人口動

態登録制度が人口動態統計の資料源としてほ

ぼ完全に機能を発揮するまでは,こうした二

重調査方式により,少 しで も信頼度の高い人

口動態諸率が算出できるような体制の確立が

望まれる｡

この標本登録プロジェク トの概要 と結果統
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計表は,プロジェク トが実施されて以来毎年

出版 ･公表されている報告書に詳 しく掲載さ

れている｡ とくにモノグラフの第 6号 [Biro

PusatStatistik 1979] には,3カ年にわた

って実施されたプロジェク ト全体の概要 とと

もに,解析を加えた結果表がまとめて集録さ

れているので,関連参考資料 として便利であ

る｡

Ⅳ 1980年代の発展と課題

1980年代のインドネシアにおける人口調査

の発展は,1980年10月31日現在で実施された

1980年人口セ ンサスで始まったといえよう｡

独立後すでに1961年および1971年の 2回にわ

たって人口セ ンサスを実施 した経験 もあり,

国内情勢 も政治的,経済的に安定 した状態が

続いており,1980年セ ンサスは前回に比べて,

はるかに恵まれた条件の下で実施されたとい

えよう｡ とくに,1974年か ら1977年にかけて

実施された標本登録プロジェク トや1976年に

実施 されたセ ンサス中間年次人口調査で実証

された,調査能力の飛躍的な向上 という背景

の下に実施された人口セ ンサスであり,当然

セ ンサスの結果資料の質 も大いに改善 された

ものと思われる｡

ところが1981年 1月に,1980年人口セ ンサ

ス結果によるインドネシア全国人口の概数が

発表されると,国の内外にちょっとした物議

をか もす結果 となった｡問題は2点あり,そ

の第 1は,この概数による全国人口1億4,738

万人は,従来か ら予測 されていた数より3-

4%多か ったことである｡ その第 2は,この

全国人口を 9.1年前の 1971年人口セ ンサス結

果による最終補正全国人口1億 1,914万人 と

対比 して年平均人口増加率 (指数関数による

継続増加率)を算出すると,2.34%となり,

これまた従来 2%前後 と予想 されていた増加

率をかなり上まわるという点である｡
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全国人口の推計値 と実測値 とのこうした差

は,利用の目的によってはかなり重大な影響

を もち,例えば開発計画 も部門によってはか

なりの手直 しを必要 とする場合 も出て くる｡

また,人口増加率が意外に高かったことは,

従来か ら行われてきた家族計画施策などの人

口政策の効果に大 きな疑問を投げかけること

になった｡こうした物議は一般に波紋が波紋

を呼び,国外でもインドネシアに対 して実施

されてきた人口がらみの援助計画の多 くが再

検討の対象 とされるに至 った｡

一国の総人口という概念は,一般に簡単明

瞭なものと考えられがちであるが,人口セ ン

サスで計上 される人口は,セ ンサスにより必

ず しも同一ではない｡地域の変更,特定の人

口 (領海外を航行中の自国船の船員など)杏

含むか否かなど,総人口の定義にもセ ンサス

により若干の差がある｡ しか しその影響は,

一国の人 口増加率を大 きく左右するはどのこ

とはめったにな く,インドネシアについても

1971年 と1980年セ ンサス問のこうした差を調

整 して改算 した増加率は2.30%とな り,未調

整の場合よりほんのわずか低率 となるにすぎ

ない [T.H.Hull 1981]｡

最大の問題点は,やはり実査結果の正確度

の変動にともなう人口変動諸率の表面上の変

化にあるものと思われる｡発展途上国で しば

しば経験 されるところであるが,調査技術が

改善 されるにつれ,調査 もれが減少 し,最近

のセ ンサス人口はどみせかけの人口増加率が

高 くなるという現象である｡ 例えば,人口動

態登録制度が改善 ･整備されて くると,それ

につれて出生率 ･死亡率が,実質的な理由か

らではな く,届出件数の増加だけのため,か

なり急激な上昇傾向をみせるといったことは

よく経験されるところである｡

インドネシア中央統計局の最近の発表によ

れば,1971年セ ンサスでは約 4-5%の調査

もれが見込まれたのに対 して,1980年セ ンサ

- 36-



上田 '.インドネシアにおける人口調査の発展

スでは約 3-4%の調査 もれがあったものと

推計されている｡ 仮に,1971年センサスで最

終的に確定 された総人口 (1億1,914万人)を

5%増 しとし,それと同一定義により限定 し

た1980年センサス総人口 (1億4,683万人)を

3%増 しとして,その間の年平均増加率を計

算すると,2.08%とな り,ほぼ 2%前後とさ

れてきた従来の推計水準に近似する｡

もちろん,より正確な人口増加率を確定す

るためには,セ ンサス人口の最終集計を待た

ねばな らず,またその背景 となる最近の出生

率 ･死亡率の動向を推計 してみなければな ら

ない｡人口増加率の上昇は,必ず しも出生率

の上昇を意味するものではな く,出生率が低

下傾向にあってもそれ以上の割合で死亡率の

低下が続いていれば,人口増加率が上昇する

ことはもちろんである｡む しろ一般に発展途

上国に多 くみられる琵境下では,社会的,経

済的情勢の安定や開発計画の進展などは,死

亡率の持続的な低下傾向とともに,その初期

の段階では一時的な出生率の上昇す らもた ら

すこともまれではない｡

期せず して1980年セ ンサスの結果をめ ぐり

発生 した今回の論争は,時々刻々変化 してい

る人口変動の実態を常時把握 してお くことの

必要性をますます痛感させる結果となった も

のと思われる｡ とくに,中央政府機関の調査

能力が格段に改善 された現在では,適当な標

本調査により出生率 ･死亡率の動向を定期的

に把握 し,地域ごと,あるいは全国について少

な くとも毎年の人口変動諸率の推計を行うこ

と自体はそれほど難 しいことではなかろう｡

とくに,1962年か ら1964年にかけて追跡調

査の形で行われた人口標本 調 査, あ るい は

1974年か ら1977年にかけて二重調査方式で実

施された標本人口動態登録プロジェク トなど

に類する調査は,臨時のものとしてではな く,

継続 して定期的に実施されるのが望ま しいこ

とはいうまで もない｡定期的に人口変動の実

態を調査 してお くことは,人口現象の解明の

ためにも数多 くの利点がある｡ とくに出生率

と死亡率とそれらの年齢パターンは,セ ンサ

ス年次以降の毎年の人口と,その男女 ･年齢

別分布などの推計に不可欠であり,こうした

推計は,次回の人口センサスの完全性 ･正確

性の判定にも役立つことはいうまで もない｡

いずれの人口増加率が正 しいか,セ ンサス

人口の定義がどう変 ったかはともか く,1980

年セ ンサスの結果概数によれば,インドネシ

ア全土にはいまや 1億4,738万人,調査もれ

などを考慮に入れると1億 5千万人以上の人

口がいることは厳然たる事実であり,これが

今後のインドネシアにおける開発計画その他

の政府施策の対象 となる基礎数として利用 さ

れることは間違いない｡

Ⅴ 結 論

以上,インドネシアにおける独立以後の人

口調査の発展を,極めて大ざっばに概観 して

きた｡ この間,調査技術上あるいは調査能力

の点で目覚ましい発展を続けてきたことは明

らかであるが,同時に,その企画や組織上の理

念にもある種の進展があったことにも注 目せ

ねばなるまい｡1960年代の政治的混乱や経済

的困難から立ち直るため,1970年代には国内

情勢の安定や経済成長が政府施策の最優先 目

標 とされていたのであるが,最近では国民の

機会均等といった面がいろいろ強調されるよ

うになってきた｡ こうした国全体の施策理念

の変化が諸々の統計活動にも影響を与えるの

はむ しろ当然である｡

人口調査の面でも,従来特別のわ くで比較

的簡略に扱われてきたジャワ ･バ リ地域以外

の各地域人口についても,今後は本格的な情

報資料が必要 とされるであろう｡ こうした動

向を反映 してか,1980年セ ンサスでは初めて

西イ リアン地区の人口についても本格的な実
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地調査が行われたという｡ また,慢性的な失

業状態あるいは半失業状態にある低所得階層

や,半恒久的な貧窮階層を形成する人口集団

についての統計資料も必要 となろう｡ また,

地域開発計画や農村開発計画が強調される結

果,小地域別の人口資料,中でも地域別の将

来人口の推計といったこともますます必要と

なるであろう｡

いずれもただでさえ実態把握が非常に難 し

いとされる分野であり,ま してインドネシア

における現地調査をめぐるいろいろな条件を

考慮に入れると,この種の調査活動は必ず し

も容易なことではないが,その重要性や必要

度に照 らして,当事者のいっそうの努力が望

まれるところである｡ こうした努力の積重ね

が,ひいては人口現象の解明に不可欠な多種

多様の材料と技術の蓄積をもたらすことにな

る｡

それとともに,現在までに実施されたセン

サスや各種調査から得 られた結果材料につい

ても,その再利用の可能性が常に検討 される

ことが必要であろう｡ 例えば,観察をジャワ

･マ ドゥラないしジャワ ･バ リ地域に限るな

ど,原材料の比較性を調整することによって,

意外な面で利用の可能性が生れることがある

からである｡ 人口現象を合理的に解明するた

めには,こうした幅が広 く,順応性に富んだ

解析設計が必要であろう｡
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